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商品先物取引法における不招請勧誘禁止規制の緩和に抗議します。 
 
経済産業省及び農林水産省は、本年 1 月 23 日、商品先物取引法施行規則の一部を改正し、

商品先物取引について不招請勧誘の禁止規制を緩和しました。 
 
そもそも、商品先物取引は投機性の最も高い取引の一つであり、商品相場に関する深い

知識と投機判断力、及び相当の余裕資金を有する者であって、自らも積極的に取引に参加

する意欲のある投資家に限るべきものです。そうした本来あるべき参加者によって形成さ

れる規模こそがその市場の適正規模と考えるべきで、消費者被害を再び増加させるような

政策によって拡大させるべきではありません。 
今回、不招請勧誘規制の例外として、65 歳未満であることや、一定の年収や資産を有す

ること、顧客の理解度を確認することなどが盛り込まれましたが、これら要件の確認は電

話または訪問勧誘行為の中で行われることから、結果として、電話や訪問による勧誘を無

制限に許容するものとなります。また、ハイリスク取引の経験者に対する勧誘が無条件で

緩和されており、過去に損失を被った消費者がさらに財産を失う可能性や、過去にほんの

少し意図的に利益供与を受けた消費者が経験者として無条件で勧誘を受け財産を失う可能

性もあります。過去の深刻な被害の反省から法律が禁止した不招請勧誘を骨抜きにするも

のと言わざるを得ません。 
金融庁が昨年 8 月に公布、9 月 1 日より施行されている「金融商品取引法の下での商品デ

リバティブ取引に関し、一定の取引関係にない個人顧客に対する訪問や電話による勧誘意

思の確認を禁止した」金融商品取引法の規制と全く整合性が取れないと考えます。 
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セールストークで巧みにその気にさせ、大切な個人の資産を奪われるような状況を許して

は、健全な消費活動が阻害されてしまいます。 
仮に、本省令を強行するのであれば、消費者に商品先物取引のリスクを周知徹底するこ

とや監督官庁による事業者の監督を強化するなど、想定される消費者被害の発生を防止す

るために最大限の取り組みを行うことを要求します。加えて、定期的に１１０番等を実施

し苦情状況を確認すること、その際は消費者団体として支援することを申し上げるととも

に、勧誘に関する苦情相談が増加に転じる兆しが少しでも見えた時には、直ちに省令を見

直すことを強く求めます。 
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